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１　事業概要 ５　事業説明
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　小児慢性特定疾病は長期の療養を要し高額な負担を要
する。原因が不明で治療方法も確立されていない疾病も
多く､治療方法の確立が必要とされている。
　長期療養を要する児童の健全な育成を図るため、治療
研究を推進するとともに、医療や日常生活用具の給付な
どの実施により養育家庭の負担を軽減する。

　ア　医療費支給事業　　　　　　 1,681,527千円
　イ　こども健康手帳交付事業　　     　450千円
　ウ　自立支援事業                   5,013千円
　エ　日常生活用具給付事業　　　     6,685千円
　オ　事務費                        19,817千円
　カ　医療機関オンライン化支援事業　 1,500千円

（１）事業内容
　　ア　医療費支給事業　　　　　　　　小児慢性特定疾病児に対する医療費支給　　　　　　　　　　1,681,527千円
　　イ　こども健康手帳交付事業　　　　医療費支給対象児の健康管理等のための手帳交付　　　　　  　　  450千円
    ウ　自立支援事業　　　　　　　　　患者・家族への助言・相談など各種支援　　　　　　　　 　　　 5,013千円
　　エ　日常生活用具給付事業　　　　　医療費支給対象児に対する特殊寝台等の日常生活用具の給付　　　6,685千円
　　オ　事務費　　　　　　　　　　　　医療費支給事業等の実施に要する経費　　　　　　　　　 　　　19,817千円
　　カ　医療機関オンライン化支援事業　医療意見書オンライン登録に向けた環境整備に要する経費補助　　1,500千円

（２）事業計画
　　ア　医療費支給事業　　　　　　　　　支給対象者数：約4,800人(さいたま市・川越市・越谷市・川口市を除く)
　　イ　こども健康手帳交付事業　　　　　1,000冊
　　ウ　自立支援事業　　　　　　　　　　ピアカウンセリング：年4回　長期療養児教室：年13回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相互交流支援事業　等
　　エ　日常生活用具給付事業　　　　　　小児慢性特定疾病医療費支給事業受給者のうち日常生活を営む中で著しく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支障のある受給者に対して、特定の品目を給付する。
　　カ　医療意見書オンライン化支援事業　小児慢性特定疾病指定医が在籍する医療機関が行うシステム環境整備に係る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経費の補助

（３）事業効果
　　　小児慢性特定疾病の治療研究の促進及び患者家庭における経済的負担の軽減
　　　　医療費支給受給者数　令和4年度　4,536人
　　　　　　　　　　　　　　令和5年度　4,655人
　　　　　　　　　　　　　　令和6年度　4,629人

（４）県民・民間活力・職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　慢性疾病児に対する支援を行う組織との連携を図っている。

２　事業主体及び負担区分
【厚生労働省】小児慢性特定疾病医療費等負担金ほか
ア・イ・ウ　(国1/2・県1/2)
エ　市分(国1/2・県0)市1/2
エ　町村分(国1/2・県1/4)町村1/4

３　地方財政措置の状況
普通交付税(単位費用)(款)こども子育て費
(細目)こども成育費(細節)母子医療対策費
(積算内容)小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事務

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×2.1人＝19,950千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 1,714,992 847,335

前年額 1,393,191 690,562 702,629
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子育てに希望が持てる社会の実現

867,657 321,801

子育て支援の充実



 

事業名

単位事業名 予算額 1,681,527千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 834,949 156,213 【厚生労働省】
公衆衛生費負担金 小児慢性疾病対策費負担金

負担率　1/2

一般財源 846,578 156,351

合計 1,681,527 312,564

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 11,628 139 システム運用・保守業務委託

扶助費 1,669,899 312,425 児童福祉法に基づく扶助費　4,800人分

合計 1,681,527 312,564

事業内訳書

小児慢性特定疾病対策費

医療費支給事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 450千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 225 0 【厚生労働省】
公衆衛生費補助金 母子保健衛生費補助金

補助率　1/2

一般財源 225 0

合計 450 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 450 0 こども健康手帳印刷代

合計 450 0

単位事業名 予算額 5,013千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 2,346 0 【厚生労働省】
公衆衛生費負担金 小児慢性疾病対策費負担金

負担率　1/2
　

こども健康手帳交付事業

主な内容

主な内容

自立支援事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 5,013千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 157 △1 【厚生労働省】
公衆衛生費補助金 母子保健衛生費補助金

補助率　1/2

一般財源 2,510 1

合計 5,013 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 1,374 0 講師謝金　13保健所分

旅費 319 0 担当者連絡旅費　13保健所分

需用費 324 0 長期療養児教室資料印刷代等

役務費 303 0 長期療養児教室郵券代

委託料 2,614 0 ピアカウンセリング事業業務委託
相互交流支援事業業務委託

　

自立支援事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 5,013千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

使用料及び賃借料 79 0 会議室使用料　12回分

合計 5,013 0

単位事業名 予算額 6,685千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 6,160 561 【厚生労働省】
公衆衛生費補助金 母子保健衛生費補助金

補助率　1/2

一般財源 525 150

合計 6,685 711

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 6,685 711 市町村への補助金　59市町村分

　

日常生活用具給付事業

主な内容

主な内容

自立支援事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 6,685千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

合計 6,685 711

単位事業名 予算額 19,817千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 1,998 0 【厚生労働省】
公衆衛生費補助金 母子保健衛生費補助金

補助率　定額

一般財源 17,819 8,526

合計 19,817 8,526

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報酬 1,656 0 小児慢性特定疾病審査会委員報酬　10人分

旅費 283 0 担当者連絡旅費

　

事務費

主な内容

主な内容

日常生活用具給付事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 19,817千円

　
 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 3,039 △7 申請書等印刷代等

役務費 5,958 163 受給者証等送付用郵券代等

委託料 8,370 8,370 システム改修業務委託

使用料及び賃借料 311 0 会議室使用料　12回分

備品購入費 200 0 データベース登録用事務用品費

合計 19,817 8,526

単位事業名 予算額 1,500千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 1,500 0 【厚生労働省】
公衆衛生費補助金 母子保健衛生費補助金

補助率　10/10

　

医療機関オンライン化支援事業

主な内容

事務費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,500千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

合計 1,500 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 1,500 0 医療機関への補助金　1か所あたり50千円　30か所分

合計 1,500 0

医療機関オンライン化支援事業

主な内容

主な内容


